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これまでの経緯

平成２９年 ６月 ９日
「未来投資戦略２０１７（成長戦略）」，
「骨太の方針２０１７」
‥‥裁判手続等のＩＴ化を推進する

平成２９年１０月３０日
内閣官房により「裁判手続等のＩＴ化
検討会」（有識者会議）立上げ

平成３０年 ３月３０日
同検討会において，
報告書の取りまとめ
「裁判手続等のＩＴ化に向けた取りまとめ
－「３つのｅ」の実現に向けて－」

裁判手続等のIT化について
我が国の現状

○ 平成１６年の民訴法改正で，オンライン申
立て等を可能とする規定を整備し，平成１８年
に支払督促手続についてオンラインでの申立
て等を導入したが，民事訴訟一般は最高裁規
則等が未整備のため，オンラインでの訴え提
起等は不可

○ 電話会議システムやテレビ会議システム
の利用は一部の手続に限定

○ アメリカを始めとする欧米諸国では裁判手
続のIT化が普及
（もっとも，国により内容等に違いあり）

○ 近年，韓国やシンガポールなどのアジア諸
国でも急速に裁判手続のIT化が進展・拡大

諸外国の状況

平成30年６月15日 未来投資戦略2018 裁判手続等のIT化の推進
平成30年7月24日～ 民事裁判手続等IT化研究会において検討中
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検討の状況① 訴訟の開始（訴え提起，訴状の送達）

訴えの提起

【現 状】 訴状を裁判所の窓口に持参又は郵送する方法しか認められていない。

【問題点】 訴状の窓口への持参又は郵送には時間や手間がかかる。

① 裁判所に事件管理システムを設ける。
② 事件管理システムを通じたオンラインによる訴え提
起を認める。

現在検討中の案

・オンライン申立ての義務化の要
否及び範囲
・本人確認の方法をどうするか？
・濫用的な訴えが増加する危険性
・バックオフィス連携の可能性

課題

送 達

【現 状】 郵便によって訴状を被告に交付する方法によって送達している（特別送達）。

【問題点】 送達が完了するまでに時間がかかる。特別送達の費用も要する。

システムを利用した送達
① 通知アドレス（電子メール，ＳＮＳなど）の登録制度を設ける。

② 訴状のデータがアップロードされたことを被告に通知し，被告はシス
テムから訴状のデータをダウンロードする。
③ 送達時期は，被告がシステム上で訴状のデータを閲覧したときとする。

現在検討中の案

・通知アドレスの登録範囲をどうするか？

・被告がシステム上で閲覧しないときはどうす
るか？
・システム送達の実効性をあげるための方策

課題
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検討の状況② 争点整理・証人尋問

争点整理

【現 状】 電話会議等は認められているが，一方当事者の裁判所への出頭は必要（弁論準備）。

【問題点】期日によっては，双方当事者ともに出頭してもらう必要がない場合も。
遠方の裁判所の場合は往復で１日かかることも。

ウェブ会議等を通じて，当事者双方が不出頭でも，争点
整理を行えるようにする。

現在検討中の案

・ウェブ会議等を利用することができる要件・
場所をどうするか？

・その他の争点整理手続（準備的口頭弁論，
書面による準備手続）との関係をどのように
整理するか？

課題

証人尋問

【現 状】 証人は裁判所に出頭し，裁判官の面前で証言するのが原則
例外：①遠隔地に居住している場合，②証人威迫のおそれがある場合は，

テレビ会議による証人尋問も可（最寄りの裁判所への出頭は必要）

【問題点】テレビ会議が使える場合が限定列挙となっており，柔軟な対応ができない。

限定列挙となっている現行法の要件を拡充し，

例えば，当事者の同意がある場合等にウェブ会議等を
利用した証人尋問を認める。

現在検討中の案

・ウェブ会議等を利用した証人尋問で適切な
心証形成ができるか？反対尋問が適切にでき
るか？

・証人の出頭場所を限定すべきか？（第三者
による介入のおそれ）

課題
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検討の状況③ 判決・訴訟記録の閲覧等

判 決

【現 状】 判決書は，紙媒体で作成されることを前提として，裁判官が署名押印した上，
当事者に郵便等で送達される（裁判所に出頭して受領することも可）

【問題点】 判決書の送達まで時間がかかる。

・ 判決書は電子的に作成する。

・ 事件管理システムに判決書のデータをアップロードし，そ
の旨を通知する。

現在検討中の案

・判決書に裁判官の電子署名等を
要求すべきか？

・判決言渡期日があらかじめ知らさ
れている当事者に対しては，通知
を必要としないということも考えられ
るか？

課題

訴訟記録の閲覧等

【現 状】訴訟記録の閲覧・謄写は，裁判所において，裁判所書記官に対して請求をする必要がある。

【問題点】裁判所に出頭する必要がある。

① 訴訟当事者については，いつでも，事件管理システムにアクセスして，
訴訟記録の閲覧をし，また，ダウンロードをすることができるようにする。

② 第三者については，裁判所書記官に対して，訴訟記録の閲覧を請求
することができる（裁判所内のＰＣなどで閲覧する。）。

③ 利害関係のある第三者については，裁判所書記官に対して，訴訟記
録の謄写を請求することができる。

現在検討中の案

・ 第三者の閲覧・謄写については，受訴裁判
所以外の裁判所からでもアクセスできるように
するか？

・ 裁判所書記官に対する閲覧・謄写請求につ
いても，オンラインでの請求を認めるか？

課題
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ＩＴ化によるメリット

１ 利用者の利便性の向上
⑴ オンライン申立ての実現

いつでも，どこからでも申立てが可能
⑵ システム送達の実現

オンライン上で裁判書類を受け取れる
⑶ ウェブ会議を利用した期日の参加の実現

オフィスなどからでも期日に参加できる
⑷ 当事者による記録の閲覧等がオンラインで可能

事件の進捗状況を即座に確認することができる。

２ 効率性の向上
⑴ ＩＴを利用した効果的かつ効率的な審理の実現
⑵ ウェブ会議を利用した期日の参加の実現

当事者の意向等を踏まえ，出頭を要しない期日を実現
裁判にかかる時間的・経済的コストの節減
司法アクセスの向上

⑶ 記録の電子化
記録を保管等する負担の軽減
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実現までの工程表（目標）

2019年度

2020年度

2021年頃

2022年頃

2023年～

・ 専門部会における調査審議
・ フェーズ１の拡大（２０２０年度以降，順次全国へ）

・ 民事裁判手続等ＩＴ化研究会の報告書取りまとめ
・ フェーズ１（ウェブ会議等を用いた争点整理）の特定庁での実施
・ 法制審議会への諮問（２０２０年２月予定）

・ 専門部会における要綱案決定、法制審議会答申
・ 改正法案の国会提出
・ フェーズ２の一部実施（ウェブ会議等を用いた双方不出頭の争点整理）

・ フェーズ２の完全実施（口頭弁論のウェブ化）
・ フェーズ３の完全実施（オンライン申立て、記録の電子化）

専門部会における調査審議
（中間試案，パブリックコメント，要綱案の取りまとめに向けた議論）

６


	民事訴訟手続のＩＴ化の�検討状況
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	ＩＴ化によるメリット
	実現までの工程表（目標）

